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令和４年（2022 年）第 4回羽村市議会定例会 一般質問通告項目一覧表 

 
発言順 議席番号 議 員 氏 名 質  問  項  目 質 問 日 

 

1 人目 

 

９番 

 

富 永 訓 正 

（60分） 

 

 

１.誰もがバリアのないコミュニケーションを可能

に 

(1)視覚、聴覚等に障がいのある方への取組みにつ

いて。 

①障がいのある方からのこれまでの要望等はどの

ようなものか。 

②防災行政無線戸別受信機および文字表示装置の

貸与対象世帯数と貸与状況を聞く。 

③手話での行政窓口の対応状況と、充実に向けた

今後の取組みを聞く。 

④スマホなどで確認できる防災アプリの市での現

状と活用への周知、充実に向けた取組みを聞く。 

⑤個別避難計画の策定状況はどうか。また、障が

い等のある方へはどのような配慮がされるの

か。 

⑥法律では、あらゆる場面での情報の取得、発信

など、円滑な意思疎通面での地域格差、情報格

差がないことに努める必要があるとしている。

その取組みを聞く。 

(2)日常の中で、障がいのある方と出会った場合、

必要な支援を行うための行動は大切である。そ

の場合の対応方法などを学べる講演会等を開催

してはどうか。 

(3)いわゆる、「障害者情報アクセシビリティ・コミ

ュニケーション施策推進法」の施行について。 

①市の取組みへの考えを聞く。 

②羽村市障害者計画、地域防災計画等の関係計画

へ反映させる考えはあるか。 

 

２.保護者と学校間での円滑な連絡体制の確立を 

(1)保護者と学校間での連絡の手段について。 

①学校からの緊急連絡や日常的な連絡で、電子メ

ール配信、電話、紙でのプリント配布、冊子の

配布等の実施割合はそれぞれどのような状況

か。 

②保護者からの連絡手段は、連絡帳や電話など、

主だった状況はどうなっているか。 

③緊急時に保護者と学校間の意思疎通が図れる連

絡体制や危機管理体制は、現状どのようになっ

ているか。 

④教育現場向け連絡システムの導入を図ってはど

うか。 

 

３. 帯状疱疹ワクチン接種への助成を 

(1)市内での帯状疱疹の発症状況をどのように想定

しているか。 

 

9 月 6日 
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(2)重い痛みや、要入院となる重症化、合併症の発

症も危惧される中、市民の帯状疱疹ワクチン接

種に関する声を多く聞くようになった。市は、

市民からの声をどのように聞いているか。 

(3)帯状疱疹ワクチン接種の必要性、有効性を市は

どのように考えているか。 

(4)予防には、いくつかあるワクチンの中で「不活

化ワクチン」の２回接種が効果的といわれてい

る。費用は１回あたり２～３万円程度と高額だ

が、助成を行っている自治体や企業もある中、

市でも助成を行ってはどうか。 

 

４.投票率の向上に向けた取組みを 

(1)若者を中心に、投票の大切さを、今後どのよう

にして実効性を担保しながら伝えていく考え

か。 

(2)視覚障がいのある方向けに、点字や拡大文字に

よる選挙公報の用意や、さらに投票のしやすい

環境の充実を図ってはどうか。 

(3)就業、学業等で一時的な市外への滞在や、転出

手続きが完了していない方に向けた、不在者投

票制度の周知と制度の活用を、さらに強力に推

進してはどうか。 

(4)高齢の方、障害のある方の中には、投票所まで

行くのも大変なご苦労をされる方が多くいる。

また、通勤、通学者の投票への利便性も求めら

れている。 

日時を決めたうえで、車両等による移動投票所

や期日前投票所の複数個所設置など、実施に向

けた積極的な検討を進めてはどうか。 

 

 

2 人目 15 番 石 居 尚 郎 

（60分） 

１.特別支援教育の課題解決で学校教育の改革を 

(1)特別支援教育において、様々な課題解決に向け

た具体的な取組みについて聞く。 

 

２.幼保小の連携強化で教育・子育ての質の向上を 

(1)就学前の子どもがスムーズに小学校生活を始め

られるよう、心の準備・生活環境・学習環境を

どのように整えていくのか。 

 

３.高齢者が地域で安心して暮らせるまちへ 

(1)高齢者が地域で安心して暮らし続けていけるま

ちとなるよう、関連する施策や事業を展開し、

関係機関とも連携した支援体制をどのように図

っていくのか。 

 

 

9 月 6日 

3 人目 

 

12 番 西 川 美佐保 

（60分） 

１.環境にやさしい低炭素社会・資源循環型社会へ 

(1)西多摩地域の「生ごみ処理」の資源化について 

9 月 6日 
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①生ごみは現在「可燃ごみ」として一括処理され

ているが、生ごみは既に燃やす時代ではないと

考える。未来の生ごみ処理について市はどう考

えるのか。 

②年間処理に４２８万円かかっているという学校

給食残渣の生ごみをエネルギー資源としての活

用も今後考えるべきではないか。 

③市内に民間のリサイクルセンター及びバイオガ

ス発電所があるが、食品廃棄物処理にまだまだ

余力があると聞いている。住民協力のもと、生

ごみを「可燃ごみ」から分離して、エネルギー

としてのさらなる活用に向けて、事業者等と実

施に向けた検討をすべきでは。 

(2)西多摩地域の自治体では、都内と比べてもごみ

分別の細分化が進んでいる。この強みを特化し、

細分化をさらに進めることは、資源循環型社

会・環境に優しい西多摩のイメージ戦略の１つ

にもなると考える。さらなる構築を西多摩地域

で推進してはどうか。 

(3)市民・事業者・行政の取り組みについて 

①地産地消のエネルギーの分散型電源や、市民発

電所、新電力会社の設置などについて市民、発

電事業者、NPO 法人、自治体が一体となり具体的

に検討する場が必要ではないか。 

②自動販売機のリサイクルボックスへの異物混入

が問題となっており、異物の回収、選別作業の

増加、再資源化率の低下などが事業者の経営を

圧迫しているとのことである。行政の取組みも

求められる中、国の方針も踏まえ、市はどう考

えているか。 

③東大和市では市と株式会社セブン-イレブン・ジ

ャパン、日本財団及び東大和市清掃事業協同組

合の四者が連携してペットボトルの回収・再生

事業として、セブン-イレブン店舗にペットボト

ル自動回収機を設置している。市でも取り組ん

ではどうか。 

(4)「電気自動車」や「水素自動車」の普及促進に

ついて 

市が保有する上記車を夜間帯や土日に一般市民

へ有料でシェアリングを行ってはどうか。 

(5)リサイクル意識の向上への取組みについて 

市のリサイクルセンターでは、月に１回日曜日

も開いているが、その際「ゼロ円マーケット」

を2階の会場で開催し、市民が物々交換できるよ

うな機会を設けリサイクル意識を高めては。 

(6)循環型社会を学ぶ環境学習の充実について 

①西多摩衛生組合の環境を学べる見学コースがリ

ニューアルされ、環境学習の施設が充実した。

今後環境学習にどのように活用していくと聞い

ているのか。 
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②民間のリサイクル事業者との連携した環境学習

はどのように行われているのか。 

 

２.小・中学校等の暑さ対策を急げ 

(1)市内の緑のカーテンの取組み状況はどうか。 

①小・中学校の状況は。 

②幼稚園・保育園の状況は。 

③公共施設の状況は。 

(2)年々、夏場の暑さが厳しくなっている中で、セ

ントラル空調では、冷房が各教室に行き渡らず、

熱中症を招く恐れがあったと聞いている。省エ

ネや経費削減も期待できる新しい個別空調も出

ているが、早急にすべての冷暖房設備を個別空

調に変えるべきではないか。 

 

３.終活登録制度（エンディングプラン・サポート

事業）の導入を 

(1)平成 30年 3月定例会で６５歳以上の一人暮らし

の方の人数を伺い、２月１３日現在 3,720 人と

いう回答だったが、近年の６５歳以上の一人暮

らしの方の人数、高齢化率の推移は。 

(2)大和市を参考に市でもエンディングノートを広

告事業者と連携して、配布できないか。 

(3)高齢社会が進み、市民が安心して暮らせる社会

にするためには、一人暮らしの方や、身内が遠

くに住んでおられる場合など、様々な対策の情

報を集め、相談体制を充実させるべきではない

か。 

(4)羽村市では救急医療情報キットを希望者に配布

しているが、現在利用者数はどのくらいか。そ

れを補完する形で「終活登録制度」を構築して

はどうか。 

 

 

4 人目 

 

 

７番 

 

冨 松  崇 

（50分） 

 

１.浸水対策について 

(1)現状について 

①気候変動等により、線状降水帯の発生による短

時間豪雨、猛烈な台風が今後も発生する恐れも

あるが、市内に埋設されている雨水管はどのく

らいの雨量まで浸水被害を抑えることができる

のか。 

②雨水管の整備率はどのくらいか。 

③市内の浸水警戒箇所はどのくらいあるのか。 

④平成 19 年の台風第 9 号や令和元年の台風第 19

号など、これまで浸水被害があった場所での対

策はどのように施されたのか。 

⑤雨水浸透ますの助成実績について伺う。 

⑥市の雨水貯留浸透施設の整備状況はどうなって

いるのか。 

(2)今後について 

9 月 6日 
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①今後、羽村駅西口土地区画整理事業区域などへ

新設する雨水管はどのくらいの雨量に対応でき

るものか。 

②市内の浸水警戒箇所への対策はどのように行っ

ていくのか。 

③洪水ハザードマップを見ると田ノ上会館が浸水

想定エリアにある。いざという時に、自主防災

組織用資機材を取りに行くことができないが、

対策を講じる考えはないのか。 

④今後、羽村市はどのくらいの雨量に対応できる

対策を進めていくのか。 

 

２.公共施設における受動喫煙防止対策について 

(1)市内の現状について 

①貴重な財源である、市たばこ税の歳入状況はど

うなっているか。 

②公共施設等の喫煙所設置状況はどうなっている

か。 

③公共施設の喫煙所が減っている理由について伺

う。 

④市が設置している喫煙所、未設置や設置をやめ

た場所に対して、市民からの意見・要望はある

のか。 

(2)今後について 

①今後、公共施設の喫煙所をどのようにしていく

考えなのか。 

②市たばこ税を使い、特定屋外喫煙場所に適した

喫煙所を設置するべきと考えるが、いかがか。 

 

 

5 人目 

 

 

 

 

 

４番 

 

 

 

高 田 和 登 

（60分） 

 

 

 

 

１.コロナ禍における健康維持について 

(1)ウォーキングの普及・促進について  

①ウォーキングの活動の状況について 

ア 「ウォーキングマップ」「歩いて帳」の令和３

年度の製作数と配布済数を問う。 

イ 令和４年３月２７日に開催した「四季のウォ

ークⅡ」の参加者数を問う。 

ウ 杏林大学との連携事業の「歩き方教室」とし

て令和４年１月に開催した「はじめようスポ

ーツ！歩くことからはじめよう」の参加者数

を問う。 

②ウォーキングの普及・促進のため、「歩数計」を

希望者に返却不要で貸与するなどの取組みを行

ってはどうか。 

③令和４年６月２５日に開催した「農ウォーク」

や令和２年１０月３１日・１１月１日に開催し

た第５１回産業祭で実施した「はむらＧoＴo ス

タンプラリー」は多くの市民が参加するなど大

好評であった。このノウハウを生かし、市民の

健康維持のためにウォーキングを普及・促進す

9月 6日 
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る考えはないか。 

(2)ラジオ体操の推奨について 

①ラジオ体操指導員の養成をはかるため、「スポー

ツセンターのトレーナー」や「健康づくり推進

員」「スポーツリーダー登録者」「体育協会スポ

ーツ指導員」「はむすぽ指導者」「スポーツ推進

委員」「教職員」などに周知して、希望者に「ラ

ジオ体操指導員」の資格取得を勧めることを検

討したら、いかがか。 

②「はむラジオ体操」のＰＲ動画は「春夏編」「秋

冬編」「職員 With はむりん」の３本があり、よ

くできている。４本目以降を制作することを検

討したら、いかがか。 

③「２０２２年度夏季巡回ラジオ体操・みんなの

体操会」が８月５日に青梅市で開催された。来

年度の募集は９月上旬にあり、募集案内が各自

治体に配布されるとのことである。市の知名度

を全国にＰＲするために応募を検討したら、い

かがか。 

④「全国小学校ラジオ体操コンクール」が来年度

は６月から応募が開始される。各小学校の判断

であるが、小学生へラジオ体操を推奨するため

にも、応募を検討したらいかがか。 

 

２.子どもたちの水泳指導等について 

(1)小・中学校での水泳指導の現状について 

①水泳指導について 

ア 小学校と中学校の水泳授業の年間の授業時数

を問う。 

イ 水泳指導は原則として担任教師一人で行うの

か。 

ウ 水泳事故の防止に十分な監視体制と考えてい

るのか。 

②水泳は体への負担が少なく、小・中学校での水

泳授業をさらに強化すべきと考える。 

ア 水泳指導の場合、担任教師の負担が大きいと

考えるが、いかがか。 

イ 専門家や外部指導員の導入を検討したら、い

かがか。 

③学校プールの維持・管理について 

ア 学校プールを維持するための経費は年間合計

でいくらか。 

イ 学校プールを維持するために教職員は授業以

外に必要な準備等はどのようなものがあるの

か。 

(2)水泳授業の民間活用等について 

①多摩市の全小学校で水泳授業の民間委託が実施

され、将来的には消防用水として設置が必要な

地域以外は学校プールを廃止する方針とのこと

である。市でも検討に値すると考えるが、いか
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がか。 

②羽村市スイミングセンターの活用をどう考えて

いるか。児童の移動に課題が少ない松林小学校

で試行活用することを検討したら、いかがか。 

③全ての小・中学校に拡大する際に課題になるの

が児童・生徒の移動と考える。バス会社や市内

の大手自動車企業と交渉して、バスをチャータ

ーすることを検討したら、いかがか。 

(3)親水公園について 

①令和４年３月定例会で、水上公園は、令和７年

度を目途に新たな活用方法等について決定して

いくとの答弁があった。親水公園部分をどのよ

うに整備していくかの具体的な検討は開始され

たのか。 

②じゃぶじゃぶ池のこれまでの利用者数の１日平

均と１日の最大利用者数を問う。 

③監視員は常駐しているが、万が一、事故が発生

した場合の救急体制について問う。 

④令和４年８月３日の読売新聞に各地のじゃぶじ

ゃぶ池の盗撮対策の記事があった。すでに簡易

更衣室は設置されているが、市の盗撮対策につ

いての見解を問う。 

 

 

6 人目 

 

２番 

 

秋 山 義 徳 

（60分） 

 

 

 

１.小学校の学期制変更について 

(1)小学校の 2 学期制から 3 学期制に戻すこととな

った理由と経緯は。 

(2)2学期制と3学期制の具体的な違いはどのような

ことか。また、児童・生徒にどのような影響が

あるか。 

(3)中学校は、平成 30 年度、3 学期制にすでに移行

しているが、小中一貫教育の面から同時に戻す

ことは、検討しなかったのか。 

(4)学期制変更により教員や学校スタッフの業務負

担は増えるのか。また、業務負担に対する対策

をどのように考えているか。 

(5)今回の小学校 3 学期制移行への決断に際し、学

校側からはどのような意見があったか。 

(6)学期制変更のスケジュールはどのような予定

か。また、次年度への変更に向けて本年度から

の準備は間に合うか。 

(7)児童と保護者への周知は、どのように行うのか。 

(8)学期制変更に伴う課題や問題点は、どのような

ことがあるか。 

 

２.羽村市のデジタル化の進捗状況について 

(1)これまでにデジタル化で市が取り組んできたこ

との具体的な成果はどのようなことが上げられ

るか。 

(2)オンライン申請は、どこまで向上したか。 

9 月 7日 
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(3)コンビニエンスストアでの証明書申請による交

付は、年度ごと、どのくらいあったか。 

(4)職員のテレワークの現在の状況はどうか。 

(5)紙の内部資料は、廃止されたのか。 

(6)令和 2年 12 月定例会で「市のデジタル化の取組

み」について一般質問を行った。当時からどの

くらいデジタル化が進んでいるのか。 

①年間で利用される紙や印刷費などの削減対象総

額は 7272 万 7000 円であるとの答弁であった。

現在、デジタル化により削減された経費は、年

間総額どのくらいか。 

②AI（人工知能）や RPA（ロボティック・プロセス・

オートメーション）については、「市民サービス

向上、職員の業務効率化により負担軽減が見込

まれる。」と市長答弁にあったが、現在、AI や

RPA 導入についてどのような考えか。 

(7)税金の納付方法は、現在、預貯金口座振替、ク

レジットカード、Pay-easy(ペイジー)ネットバ

ンキング、スマートフォン決済サービスアプリ

があるが、納付方法と利用バランスはどのよう

な状況か。また、電子決済利用率は上がってい

るか。 

(8)今後取り組む予定のデジタル化政策は、市民サ

ービス向上と職員の業務負担改善の観点から、

どのようなことが挙げられるか。 

 

３.市役所通り（市道第 101・102 号線）の改修計画

の策定について 

(1)改修計画策定は、どのような状況か。 

(2)関係団体・関係機関との協議・調整の進捗と予

定はどのような状況か。 

(3)改修計画スケジュールは、どのように考えてい

るか。 

(4)市道について舗装改修が必要とされるところは

数多くあると考える。市役所通り以外の市道舗

装改修計画については、今後どのように行って

いくのか市の考えを伺う。 

 

 

7 人目 

 

11 番 

 

大 塚 あかね 

（60分） 

１.行政のデジタル化で市民生活を豊かにするため

に 

(1)「自治体ＤＸ推進計画」推進体制について 

①国が示した「自治体ＤＸ推進計画」（以下「ＤＸ

推進計画」）において「本計画の趣旨」として「国

が主導的に役割を果たしつつ、自治体全体とし

て、足並みを揃えて取り組んでいく必要がある」

とされているが、「地方自治の本旨」（憲法第 92

条）、「住民の福祉の増進を図る」（地方自治法第

１条の２）という考えが欠如していると考える。

羽村市はこの点について、どのように考えてい

9月 7日 
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るのか。 

②ＤⅩ推進体制について伺う 

ア 「ＤＸ推進計画」「手順書」には「首長の下に

ＣＩＯを中心とする全庁的なＤＸ推進体制を

整備する」とされている。ＣＩＯには副市長

を任命する考えか。 

イ 「ＣＩＯを補佐する体制を強化するため、Ｃ

ＩＯ補佐官等の任用などの取組みを進める」、

とし「専門的見地から補佐するＣＩＯ補佐官

等については、外部人材の活用を積極的に検

討する」と国は示している。外部人材の活用

を図る考えか。 

ウ 仮に、ＣＩＯ補佐官に民間人を配置した場合、

地方公務員法が適用されないが、「全体の奉仕

者」「守秘義務」といった公務の公平性は確保

されるのか。 

(2)行政手続きのオンライン化について 

①「手続き」や「問い合わせ対応」等の業務をオ

ンライン化すると、人（職員）が介在しなくな

ることから、住民の生活実態を把握することが

困難となり、住民に必要なサービスが提供され

なくなるおそれがあるのではないか。 

②システムにトラブルがあり、機能しなくなった

場合、職員が即座に対応できる体制は確保され

るのか。 

(3)ＡＩの活用について 

①どのような業務にＡＩを活用していく考えか。 

②過去のデータにはない新たな事象が発生した場

合、ＡＩはこれに対応した新たな価値観に基づ

く判断ができるのか。 

(4)マイナンバーカードを取得していない市民につ

いて 

①マイナンバーカードを取得している市民は31の

手続き（子育て 15 手続き、福祉・介護 11 手続

き、罹災証明、自動車保有４手続き）がオンラ

インで申請できるようになるが、マイナンバー

カードを取得していない市民が不便になること

はないのか。 

②マイナンバーカードを取得していないと、行政

の様々な手続き、暮らしにかかわる行政からの

情報（子ども・子育て、福祉・介護、世帯情報、

健康・医療など）を受け取ることができないが、

いたしかたないことと割り切るのか。 

③マイナンバーカードを普及させる考えがあるな

らば、①、②のことも含め、市民が必要性を感

じる施策が必要ではないか。何か施策を考えて

いるのか。 

(5)改正個人情報保護法への対応について 

①必要最小限の独自の保護措置は認められるが、

羽村市の対応は。 
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②統一ルールによる運用で、羽村市が独自に定め

ていた「オンライン結合の制限」が撤廃される

ことになる。民間事業者が情報を取得しやすく

なると考えられるが、安全性は確保されるのか。 

③改正個人情報保護法は個人情報の緩和ではない

かと考えるが市の考えは。 

④必要があれば、国に対し意見を述べていくべき

ではないか。 

(6)デジタルデバイド解消の現状と今後の取組みに

ついて伺う。 

(7)行政のデジタル化によって、市民生活が持続可

能で豊かなものとなるよう、羽村市はどのよう

な「自治体 DX推進計画」を策定していくのか。 

 

２.切れ目のない介護支援の構築を求める 
(1)医療と介護関係者の連携について 

①医療と介護の専門職種同士の理解と情報共有は

どのような状況か。 

②在宅医療・介護連携支援センターの活用はどの

ような状況か。 

(2)入退院支援について 

①入院時の情報提供について、ケアマネージャー

が果たす役割は徹底されているのか。 

②退院前カンファレンスでは医療と介護の情報共

有ができているのか。 

③転院、あるいは施設入所となった場合の高齢者、

家族への支援はどういう状況か。  

(3)切れ目のない介護支援体制は構築できないの

か。 

①国民健康保険などの適用となっても、ケアマネ

ージャーに相談できる体制をつくるべきではな

いのか。 

②介護保険と公的な医療保険で制度が異なること

は理解できるが、切れ目のない情報共有、介護

支援体制をつくるべきではないのか。 

 

 

8 人目 ３番 梶  正 明 

 （50 分） 

１.職員採用の現状と職員の労働環境について 

(1)羽村市職員定数条例における各事務部局の職員

定数と本年４月１日付けの職員配置はどのよう

になっているか。また、各所属との調整の中で

の必要と認識している職員数は。 

(2)10 月採用の職員募集は、一般事務職と一般技術

（土木）となっているが、４月以降退職した職

員はそれぞれ何人か。 

(3)令和４年度職員採用試験の結果について伺う。 

①採用試験合格者は何人で、そのうち４月１日に

採用した職員数と他の職場等を選ぶなど辞退し

た人数は。 

②補欠合格者として何人に通知していたか。 

9 月 7日 
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③合格を辞退した人の理由等はどのようなもの

か。 

④職員採用に当たり、どのような人材を求めて、

どのような選考を行ったのか。 

(4)職員の普通退職者の状況について伺う。 

①過去５年度間の普通退職者は何人で、退職時点

での職階と年齢層はそれぞれどうなっている

か。 

②普通退職者の主な退職理由はどのようなもの

か。 

③人材育成した職員が定年退職を待たず退職する

ことは、市にとっても人材損失と思うが、どの

ように考えるか。 

(5)職員の労働環境等について伺う。 

①市における過去 3 年度間の正規職員の有給休暇

の平均取得日数はどのくらいか。 

②昨年度末において、代休の未消化がある職員は

どの程度いるか。（５日未満、５日以上 10 日未

満、10 日以上 20 日未満、20日以上） 

③昨年度、超過勤務時間数が月 45時間を超えた職

員はいるか。また、最大時間数はどのくらいか。 

④人事異動により適材適所で職員配置を行ってい

ると聞くが、本人の異動希望がどの程度叶えら

れているか。 

(6)地域手当について伺う。 

①羽村市の地域手当は国基準では６パーセント、

隣接の青梅市や福生市は 15 パーセントと聞く。

仮に、４月に採用した大学卒業の22歳の職員が、

65 歳の定年退職まで勤めた場合、６パーセント

と 15パーセントでは生涯賃金は、標準的な昇進

で課長まで務めた場合を仮定すると、どの程度

の金額の差となるか。また、年金額にも影響が

あるか。 

②青梅市や福生市と生活圏が同じであるのに、ど

うして地域手当の率が異なるのか。 

③市内の小・中学校に勤務する教職員の地域手当

はどうなっているか。 

④地域手当の率の低さが、職員採用等でマイナス

に作用しているとは考えられないか。 

⑤職員の給与に関する条例で地域手当を国基準よ

り引き上げ、今年度 8.5 パーセントとしている

と思うがどのような観点からか。 

⑥地域手当の国基準を隣接市同様15パーセントに

する方法はないか。 

(7)全国的に若者の公務員離れが進んでいると言わ

れている。羽村市で働きたいと言われるような

魅力ある職場にするためには、どのような点の

改善が必要と考えているか。また、新たな人材

発掘や人材育成の手法は。 
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２.中学校の部活動の地域移行について 

(1)地域移行の発端は、教員の働き方改革と専門的

に指導できる教員が少ないことなどの議論から

始まっている。教育委員会はこの現状をどうと

らえているか。 

(2)当面の３年間の部活指導は、平日は教員、休日

は外部指導員などの地域人材になると思うが、

指導方針等に違いが出ないか。 

(3)市内にある地域のスポーツ団体や文化団体のう

ち、部活動の地域移行を引き受けられる団体が

あるか。ない場合、どのように受け皿としての

団体を育成していくのか。 

(4)退職教員を部活動の指導者として、積極的に活

用できないか。 

(5)日本中学校体育連盟では、全国大会等へのクラ

ブチームの参加を認めるとのことである。サッ

カーや野球、テニスやゴルフなど中学校外での

個人的な活動との線引きはどうなるか。 

(6)部活動がクラブチームなどに移行した場合、経

済的や地理的な問題から活動できないなどの生

徒が生じないか。また、勝利至上主義とならな

いか。 

(7)部活動の運営等について、保護者負担の軽減を

図るなどの目的で、補助金等が交付されている

と思うが、地域のスポーツ団体等へ移行した場

合はどうなるか。 

(8)教育委員会は、部活動の地域移行をどのように

検討し、実行していくのか。また保護者への説

明は。 

 

 

9 人目 1 番 櫻 沢  康 

 (50 分) 

１.令和５年度予算案策定にあたって 

(1)歳入について 

①法人市民税に関して、市内へ新規工場誘致など

はどの程度すすんでいるか。また、市内産業に

「にぎわい」を取り戻す方法をどのように考え

ているのか。 

②個人市民税については、ふるさと納税による影

響が少なからずあると思われるがクラウドファ

ンディングなどを新規で活用していけないか。

また、新規に羽村市へ転入してきた方にどのよ

うなきっかけで来られたか聞いているのか。 

(2)歳出について 

①義務的経費である人件費について、給与体系の

見直しや、一部だけでも正規職員の同一労働同

一賃金制の考え方を導入できないか。 

②投資的経費について、設備の老朽化に伴い故障

してから予算措置をするのではなく耐用年数を

管理することによって予防的に予算措置をする

ことはできないか。 

9 月 7日 
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③羽村駅西口土地区画整理事業の経費について、

大幅な削減をすることはできないか。 

 

２.新型コロナウイルス感染症対策について 

(1)感染が疑われる自宅待機者に対してどのような

フォローを実施しているのか。 

(2)自宅療養者に対してどのようなフォローを実施

しているのか。 

(3)療養後の方に対してどのようなフォローを実施

しているのか。 

 

 

10人目 10 番 鈴 木 拓 也  

（60分） 

１.旧統一教会と市長、羽村市との関係はどうなっ

ているか 

(1)市長との関係について 

①旧統一教会やその関連団体との間で、選挙での

支援、政治資金のやりとり、会合への出席、会

合への祝電・メッセージ送付などの関係は過去

にあったか。 

②今後の対応はどうする考えか。 

(2)羽村市との関係について 

①旧統一教会やその関連団体との間で、イベント

への後援、会場の貸し出し、寄付を受けるなど

の関係は過去にあったか。 

②今後の対応はどうする考えか。 

(3)市民からの相談について 

①消費生活相談、市民相談などにおいて、旧統一

教会やその関連団体に関する相談は過去にあっ

たか。どのような内容でどう対応したか。 

②「カルト」とよばれるその他の団体と、市民と

の関係に関する相談は過去にあったか。 

③今後の対応はどうする考えか。積極的に相談し

てもらうべきではないか。 
 

２.駅前自転車置き場の「有料化」方針は見直しを

② 

(1)有料化に向けた準備の状況について 

①施設の整備内容、運営方法、管理体制などの具

体化は、どこまですすめられたか。 

②今後のタイムスケジュールをどう考えている

か。 

(2)自転車置き場の土地所有者との調整について 

①有料化に向けた調整を行ったところ、都有地の

「羽村駅東口第４自転車駐車場（羽村街道沿

い）」については、「（都から）代替地の確保を求

められた」とのことである。どう対応するのか。 

②民有地について 

ア 有料化しても、引き続き利用可能な土地は何

か所か。利用不可能な土地は何か所か。 

イ 利用可能な土地は、向こう何年間借地が可能

9月 7日 
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なのか。 

ウ 買い取りを要請されている借地はあるのか。 

エ すべてを買い取るとすると、いくらかかるの

か。 

③安定的な土地の確保に向けて努力すべきではな

いか。 

(3)利用者アンケートを行い、有料化方針の撤回も

含めて検討すべきではないか。 

(4)コロナ禍、物価高で市民生活が打撃を受ける中

では、少なくとも有料化すべきではないのでは

ないか。 

 

 
11人目 5 番 浜 中  順 

（60分） 

１.コロナから命と生活を守ろう 

(1)第７波の感染と療養者の状況は、どうなってい

るか。 

①新規感染者数のこれまでのピークはいつで何人

か。 

②療養者数のピークはいつで何人か。その内訳であ

る、入院中、宿泊療養、自宅療養、調整中は何人

か。 

(2)ワクチン接種状況はどうなっているか 

①年代状況別のワクチン接種状況はどうなってい

るか。 

②４回目のワクチン接種の対象者は、60 歳以上と

60 歳未満の重症化しやすい人で、７月下旬にな

って医療・介護関係者が加わったが、対象者を

限定された理由を、どう説明されているのか。 

③４回目の接種に関して、エッセンシャルワーカ

ーと呼ばれる医療・介護関係者が後追いになっ

たり、保育士や教員などの接種が行われなかっ

たことについて、市はどう考えているのか。 

(3)自宅療養者の数が長期間、大幅に増えたが、自

宅療養者への生活用品は東京都や市から滞りな

く支給されたのか。支給された件数はそれぞれ

何件か。 

(4)発熱者等を受け入れる医療機関の混雑ぶりが報

道された。 

①実状はどうなっているのか。 

②「発熱等がある場合の診療・検査医療機関の数

が、羽村市は少ないのではないか。」という声も

聞かれるが、増やすことはできなかったのか。 

(5)濃厚接触者となった子どもは、小・中学校や学

童、保育園などの登校・登園にどのような制限

を受けているか。 

(6)９月30日以降のワクチン接種や検査は、どのよう

に予定されているのか。 

(7)陽性者になった場合の命綱である保健所の機能

強化のため、この２年半の間に墨田区保健所は

職員数を 10 倍にしたと言われている。西多摩保

9月 7日 
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健所は職員数などどのように強化されたと聞い

ているか。また、近隣市町村で連携して都や国

に保健所機能の強化についてどのように働きか

けているのか。 

(8)現在の小・中学校のコロナの感染状況と感染対

策はどうなっているか。 

(9)市が国や都に対してコロナ対策を改善してほしい

と願っていることは何か。 

 

２.どの子も生き生きと伸びる教育を（６月定例会

に続いて） 

(1)どの子もわかりやすい授業を受けられるように

授業準備の時間確保を。 

６月定例会では、授業の大切さや授業準備の大

切さが、共有された。 

①６月定例会の「授業準備ができるよう、どのよう

にして工夫しているか。また、準備時間はどのよ

うに確保しようとしているか。」との質問に対し

て、「データーベース化で教材を共有していく」

という答弁だった。 

しかし、これまでやろうと思えばできた課題で

ある。なぜできなかったのか。 

②授業準備ができない状況を確実に改善するに

は、まず、各学校で改善の話し合いを本音でで

きるように教育委員会が条件を整えることが大

切と考えるがどうか。 

③授業準備の時間確保を進めるために、働き方改

革によって、どのような改善が具体的になされ

たか。 

④市としては授業準備の時間確保のために他にど

のような改善が必要と考えているのか。また、

現在の教員定数を増やすことについては、どう

考えているのか。 

(2)中学校の校則について、６月定例会の答弁は

「教育委員会では、昨年度から各中学校の学習

や生活上の決まりを確認し、改善の働きかけを

行っている。昨年度の定例校長会で改善のポイ

ントや方法を伝え、その後、取組みの進捗状況

を生活指導主任会で集約している」と言うこと

であった。 

①教育委員会が定例校長会に伝えた改善のポイン

トや方法はどういう内容か。 

②各中学校で改善された校則内容はどのようなも

のか。 

③改善される過程で、いかに生徒が主体的に考え

るかが大きな学習ポイントとなる。各中学校で

は校則を変えるために、クラスや生徒会などで

どのように話し合いがもたれたのか。また、保

護者の意見はどう反映したのか。 

④市内のある中学校では「校則」の中の「身なり」
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で、「くつ下は白のみとする。」となっている。

これについてどのような理由の説明がなされて

いると聞いているか。 

 

 

12人目 14 番 馳 平 耕 三 

（60分） 

１.学校評価制度を検証すべき 

(1)学校評価制度の目的は何か。 

(2)現場の教員・保護者からは、そのメリット、デ

メリットについてどのような声があるか。 

(3)それぞれの学校で保護者や児童・生徒に行って

いるアンケートは、記名式か無記名か。また、

そうしている理由は何か。 

(4)保護者からはアンケートに書いても全く変わら

ないという声もある。これまで、示された意見

をどのように検証し、学校の運営に生かしてき

たか。 

(5)イギリスでは、学校選択制のカウンターパート

として第三者による学校評価制度が導入され

た。選択できない中での評価に意味はあるのか。 

 

２.羽村市地域防災計画で示された自主防災組織の

活動を問う 

(1)計画では、「自主防災組織は３９町内会・自治会

すべてに組織されており組織率１００％となっ

ている。」とあるが、羽村市が考える自主防災組

織とは何を指すか。また、それぞれの自主防災

組織では、その組織としての規約はあるか。 

(2)計画では、「女性や青年も含めた防災リーダーを

育てる防災教育を実施する」とあるが、どのよ

うな教育を行い、リーダーは育っているか。 

(3)計画では、「市及び関係機関は、平時から外国人

に対し、防災知識の普及推進に努める。」とある

が、その成果と課題は何か。 

 

３.令和２年度の市政世論調査で示された声にどう

応えていくか 

(1)「都市基盤整備に望むこと」の１位はバリアフ

リーのまちづくりとなっている。視覚障害者の

方と駅まで歩く機会が多くあるが非常に危険だ

と考えている。対策は急務だと考えるがどうか。 

(2)「市の道路整備で優先すべきもの」の１位は自

転車の通行スペースの確保となっている。他の

自治体と比較して羽村市の現状をどう考えてい

るか。また、課題は何か。 

(3)「今後必要な障害者福祉に関する取組み」の１

位は障害のある方への雇用や就労促進につなげ

る支援の充実となっている。障害者就労支援セ

ンター「エール」への支援で十分と考えている

か。企業を含めて、この問題について関係者が

一堂に介し話し合う機会を持つべきではない

9月 8日 
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か。 

(4)「防犯対策で重点を置いて進めるべきもの」の

１位は公共の場などへの防犯カメラの設置とな

っている。市長はどう考えているか。 

(5)「まちの活性化のために必要な取組み」の１位

は、いろいろな業種の商店が集まるような取組

みとなっている。具体的に進める考えはあるか。 

(6)「行財政改革に対する考え」の１位は現在行っ

ている補助金・交付金などの見直しも必要とな

っていて、市民は理解が深い。これまで、かな

り見直しは行われているが今後もさらに進めて

いくか。 

 

 

13人目 18 番 門 間 淑 子 

（60分） 

１.読書環境の充実にしっかり取り組もう 

(1)図書館について 

①３分室の廃止について図書館協議会ではどのよ

うな議論があったか。 

②３分室の蔵書数は、それぞれどれほどか。 

③３分室ともに児童書の貸し出し数が多いが、閉

鎖による影響をどのように捉えているか。 

④分室閉鎖の影響は、宅配サービスでカバーでき

るのか。 

⑤分室の蔵書の行方はどのようになるのか。 

⑥図書購入費が年々減少しているが、読書環境の

充実についてどのように考えているか。 

(2)学校図書館について 

①令和４年度の学校図書館司書の配置は、週何回、

何時間か。 

②小・中学校図書館の新聞配備数は、それぞれ、

どのようなものをどれほど配備しているか。 

③児童・生徒からの図書購入希望は、どのように

聞いているか。 

④小・中学校ともに図書購入費が年々減少してい

るが、計画的な廃棄と購入がなされているか。 

(3)児童館図書室について 

①児童館図書室の蔵書数は３館それぞれどれほど

か。 

②図書の補充・整理はどのようになされているか。 

③利用者の希望は聞いているか。 

(4)学童クラブの図書コーナーについて 

①図書の補充・整理はどのようになされているか。 

②利用者の希望は聞いているか。 

(5)第四次子ども読書活動推進計画では、図書館を

中心として学校図書館、児童館など子どもたち

が利用する場所との連携を進めるとあるが、ど

のように進んでいるか。 

 

２.期日前投票所を増やし投票率の向上を 

(1)いずれの選挙でも２０代〜３０代の投票率が低

9月 8日 
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いが、どのように捉えているか。 

(2)投票率向上のため、どのような取組みがなされ

てきたか。 

(3)昭島市や日野市では、駅前の大規模商業施設に

期日前投票所を設置し効果を上げている。羽村

市でも期日前投票者数が増加しており、地区会

館を利用して羽村駅前に期日前投票所を設置し

てはどうか。 

  

 

14人目 ６番 印 南 修 太 

（60分） 

１.検証後の羽村駅西口のまちづくり 

(1)人口推移について 

①第二回検証会議の資料 5 に地区内人口の推移が

あるが、人口ピーク時の平成 22 年（57,586 人）

と令和 4 年（54,514 人）の比較で、羽村市全体

で 2,121 人減少している。そのうち約半数の

1,090 人が西口地区内人口の減少人数である。こ

の現状を市としてどのように捉えているか。 

②東日本大震災の被災地では、人口減少が前提の

区画整理事業に計画変更している自治体があ

る。例えば、宮城県女川町では住宅約 1,420 戸

の計画を 760 戸に修正している。羽村市の人口

計画では約 4,200 人となっているが、修正の必

要はないか。 

(2)税収推移について 

①区画整理事業が開始された平成15年から現在に

至るまで、都市計画税はわずかに減少傾向にあ

る。現計画は税収が今後も減少していく可能性

も想定し策定されているか。 

(3)検証後の取組みについて 

①例えば、事業エリアを都市計画道路 3・4・12 号

線、西口駅前周辺、その他と 3 分割して、該当

するエリア内の権利者に詳細な意向調査等を実

施することで、今後、市として方向性を示す際

に、根拠の 1つになると考えるがどうか。 

②以前視察した東日本大震災からの復興に取り組

む自治体では、人口減少を前提に計画を修正し

ても、新たにまちのコンパクト化を図るなどの

魅力的なまちづくりをしていた。羽村市でも現

在の検証を機会に、人口減・税収減を想定した、

新たな西口地区のまちづくりを協議していく必

要はないか。 

 

 

9 月 8日 

15人目 16 番 濱 中 俊 男 

（60分） 

１.学童クラブの学校内設置について 

(1)学校外に設置している理由は何か。 

(2)青梅市のように学校内へ設置できないか。 

(3)民営化の予定はどうなっているか。 

 

 

9 月 8日 
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２.「水はむら」販売中止の再考を 

(1)イメージアップに「水はむら」は貢献していた

と思う。市の見解は。 

(2)代替素材への転用を調査したと承知している

が、再生ペット樹脂ではいけないのか。 

(3)昭島市の給水スポットのような設備は困難か。 

(4)入間市が狭山茶を販売している。羽村市の水を

使えないか。 

(5)災害時の水は、今後どうするつもりか。 

 

３.ゴルフ場利用者への助成について 

(1)財政厳しき折、なぜゴルフ場利用者に 2,000 円

支出するのか。根拠を伺う。 

(2)他の地方公共団体でゴルフ場利用者に助成する

例はあるのか。 

 

 

16人目 13 番 山 崎 陽 一 

（60分） 

１.区画整理撤回要求 第 61弾 

(1)2024 年３月末で区画整理の債務負担行為、都市

づくり公社への事業委託終了。施行者の認識を

聞く。 

①１年半後に公社委託が終了する。事業継続には

議会の議決が必要だ。認められねば中断する。

施行者の方針を聞く。 

②事業委託終了を、移転・補償交渉中の権利者に

どう説明しているか。 

③現計画で進めた場合、2024 年３月末での中断移

転・仮住まいは何棟で、その仮換地先使用時期

はいつか。 

④６月定例会で「移転交渉で仮住まい５年と公社

に言われた地権者がいる」の質問に、「確認が取

れていない」の答弁だった。確認結果を聞く。 

⑤地権者にとって仮換地先使用開始が移転の完了

である。施行者は、取り壊し更地化で移転終了

と言うが、認識を改めるべきではないか。 

⑥仮に４年間事業延長なら事業費 、市費負担はど

れほどで、財政負担は可能か。 

⑦木材価格５割増で建築費が高騰している。再築

予定者からの相談はないか。６月定例会では再

築補償費の見直しについて「国や東京都に対し

て物価変動に対応した基準となるよう要請を行

っていく」の答弁だった。その後の対応を聞く。 

⑧西口先導的都市環境形成計画には環境街区を創

設、新エネルギーを建築協定化する、とある。

現在の再築棟数と太陽光発電設置の棟数を聞

く。 

⑨東京都が新築住宅の太陽光発電設置を義務化す

る条例案を 12月都議会に提出予定。移転補償費

には都の補助金も使われる。対象は何棟で、再

築の際は太陽光発電は義務化されるのか、機器

9月 8日 
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への補助は。   

⑩集合住宅の補償の流れは持ち主、賃貸者全員の

補償交渉を終了、そのうえで補償金額を示し仮

換地指定、期間内での移転で権利者に補償金を

支払う、で良いか。 

⑪集合住宅賃貸権利者への補償基準の補償項目、

内容、標準的な金額を聞く。 

⑫交渉中の集合住宅の移転期間はどれほどで、仮

換地先使用開始はいつ頃か。 

⑬羽東２丁目の高さ３メートルのフェンスに囲ま

れた残土置き場。243 万円かけて１月に設置され

たが、６月に２度、残土搬入されただけで雑草

が生い茂っている。事業費を精査すべきではな

いか。 

(2)区画整理、検証会議の進捗状況と今後を聞く 

①市長は検証会議で「既成市街地でのまちづくり

の最適な在り方を検討していただきたい」と挨

拶した。区画整理にこだわらないまちづくりと

理解していいか。 

②事業地区視察はいつ、どの地域を、だれが何時

間、どのように案内したか。 

③第２回会議で、現地視察の感想として「道路が狭

い。区画整理は必要。駅前を優先的に。埋蔵文化

財地区で費用、期間がかかる、課題の整理が必要」

などの意見が出た。傍聴者は「多数掲げられた反

対看板地区は避けたのか」と違和感を持ったとい

う。施行者はどうとらえるか。 

④事業に賛成、反対の権利者に対しそれぞれ聞き

取りを行った。非公開で、議事録も公表されな

いが、内容は施行者として共有しているか。 

⑤４月設置予定が６月になり、８月 26 日に第３回

会議を開催。今後の開催数と提言時期、また年

度内に市の方針を決定することに変更はないか

を聞く。 

 

 

17人目 17 番 水 野 義 裕 

（60分） 

１.羽村駅西口土地区画整理事業の今後 

(1)今後この事業をどう進めようと考えているか。 

(2)今後の計画等の策定に当たっては市民の声を聴

き、取り入れることが必要と考えるがどうか。 

(3)東京都都市づくり公社への委託部分について見

直し、コスト削減を図るべきと考えるがどうか。 

(4)都道に関連して、東京都、西多摩建設事務所等

との意思疎通の円滑化が必要ではないか。 

 

２.行政の ICT 活用をどう進めるのか 

(1)ICT 活用に関する計画はどうなっているか。 

(2)昨年度までの情報化推進計画の達成状況はどう

か。 

(3)行政文書の電子化について 

9 月 8日 
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①行政文書の電子化はどこまで進んでいるか。 

②計画書なども今後すべて電子化するのか。 

③電子化された文書の管理はどうするのか。 

④電子化された文書を市民はどうすれば参照でき

るのか。情報の提供方法は。 

⑤予算書・決算書・事務報告書等の冊子は、これ

まで通り市政情報コーナーで閲覧することがで

きるのか。 

(4)電子申請について 

①現在、市民が電子申請できる手続きは分野ごと

にいくつあるか。 

②電子申請できる手続きは、他市と違いがあるよ

うだが何故か。 

③東京電子自治体共同運営協議会では今後どのよ

うな電子化を計画しているか。 

(5)DX に関して 

①人材を確保して進めるとの答弁があったが、具

体的にどう進めていくのか。 

②羽村市のような小規模の自治体で、単独で取り

組むのは難しいと考える。他の自治体の事例等

を探りながら進めるのが現実的と考えるがどう

か。 

 

３.市の多様な計画の体系は 

(1)これまで計画期間が３年だった実施計画を単年

度にした理由を改めて伺う。 

(2)やはり、期間を３年程度にした計画を策定して

取り組むべきではないか。 

(3)様々な長期的な事業の計画は今後同様にするの

か。 

(4)この際、計画全体を整理して管理を含め体系化

してはどうか。 

 

 

 


